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4444----3333    組組組組    織織織織    体体体体    制制制制    等等等等        1) 1) 1) 1)     組組組組    織織織織    体体体体    制制制制        第１章 1-2 で述べましたように、平成 17 年度に水道事業と下水道事業の統合を図り、効率的な事業運営を目指した「集中改革プラン」に示す取り組みを行っているところです。 現在の組織体制は、2 つの部と９つの課で構成されており、水道事業の職員数は上下水道事業管理者を含めて 117人体制となっています。                       
図 4-11 上下水道局の組織図 （平成 18 年 4月 1日現在） 

上下水道事業管理者上下水道局(117)(局長:管理者兼任) 経営管理部(28) 総務課(8) 1　職員の人事、給与、福利厚生などに関する事務2　水道事業会計及び下水道事業会計に関する事務3　工事請負契約に関する事務4　物品調達に関する事務5　財産管理に関する事務6　斑状歯対策に関する事務7　上下水道局の総務営業課(19) 1　水道の開栓、閉栓の受け付け2　水道メーターの検針3　水道料金、下水道使用料の計算、徴収浄水課(45) 1　原水の取水管理2　浄水処理、管理3　送水の管理配水課(17) 1　配水池や加圧所の管理2　水道管の管理水道建設課(9) 1　水道施設拡張の計画、実施2　水道管布設工事の計画、施工水質検査課(8) 1　原水や浄水、給水栓水の水質検査給排水設備課(8) 1　給水設備の新設、改造2　下水道排水設備工事の申請3　開発行為の協議、受け付け4　下水道事業の受益者負担金に関する事務5　給排水設備業者の指定に間する事務6　水洗便所改造資金の助成申し込みの受付事務下水道建設課 1　公共下水道の調査、計画2　流域下水道事業する事務3　公共下水道工事の施工及び汚水ます設置下水道管理課 1　公共下水道の水路の管理2　公共下水道等の維持修繕工事3　公共下水道の水質及び水量の管理
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職員の職種別及び年齢別構成は、表 4-4 及び図 4-12 に示すように、事務系、技術系ともに 50歳以上の職員が約 50％を占めており、40歳代の職員の割合が 18％と少なくなっています。 したがって、長い経験と高い技術を持つ団塊の世代を含む５０歳以上の職員が退職すると、年齢構成が偏在しており、技術の継承方法など克服していかなければならない諸課題が山積しています。  

  
0000

44448888 5555 222222221111 0000 6666 181818181111111188886666 23232323

1111

23232323

 24歳以下 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55歳以上

事務系 技術系0000 5555 10101010 15151515 20202020 25252525555510101010151515152020202025252525

表 4-4 職員の職種別・年齢別構成 部長 課長 副課長 係長 一般職 非常勤嘱託 小計 部長 課長 副課長 係長 一般職 非常勤嘱託 小計 技能職 常勤嘱託 非常勤嘱託 小計1 1 1 1 1 0 3総務課 1 4 2 7 1 1 0 8営業課 1 3 9 0 13 0 5 1 6 19浄水課 0 1 1 4 5 11 30 2 2 34 45配水課 0 1 2 3 6 11 11 17水道建設課 0 1 1 4 2 8 1 1 9水質検査課 1 1 2 4 6 1 1 8給排水設備課 0 1 2 2 5 3 3 81 1 3 0 7 11 0 22 1 4 2 14 16 1 38 51 2 3 56 117

合計上下水道局
合 計

　　　　　　　　区分組織 管理者 技術職事務職 技能職

図 4-12 職員の職種別・年齢別構成 
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図 4-13 は、平成 17年度水道統計による類似団体との比較であり、平成 18 年 4 月 1日現在における本市の職員数 117名と比較しています。 本市では、地形的制約から、7 箇所の浄水場をはじめ、46 箇所の配水池を有するなど施設数が多く、これらの施設の維持管理に係る職員を多く必要とするため、他都市と比較すると職員数が多い状況となっています。 

  2) 2) 2) 2)     組組組組    織織織織    統統統統    合合合合        現在の社会情勢の著しい変化や地方公営企業における経営基盤の強化と経営効率に向けた取り組みとして、平成 17年度に下水道事業との統合をおこないました。 水道事業の取り組みとして「安定給水の確保」、「経営の効率化」、「事務事業の見直し」などの取り組みを行っていますが、統合のメリットを活かしたこれまでの主な取り組みとして、 ①事業管理者の 1人制による指揮命令系統の一元化 ②お客さま窓口を一元化し、ワンストップサービスの促進と組織体制のスリム化 ③上・下水道事業の技術・情報を共有し災害時等における支援・復旧体制の強化 ④事務事業の見直しを図り、業務の民間委託の推進 などを行っており、一定の効果を発揮していますが、更に効率的な管理執行体制の構築を図るため、継続的に取り組みを行っています。 

図 4-13 給水人口と職員数の関係 

類似団体における給水人口と職員数（人）
足利市　155,287人 , 76人伊丹市伊丹市伊丹市伊丹市　　　　192192192192,,,,929929929929人 人 人 人 , , , , 84848484人人人人加古川市259,375人 , 93人

明石市　291,649人 , 133人一宮市　269,206人 , 99人
佐倉市　164,393人 , 41人秦野市　164,345人 , 44人熊谷市　154,031人 , 39人伊勢崎市201,479人 , 60人沼津市　203,718 , 64川西市川西市川西市川西市　　　　157157157157,,,,730730730730人 人 人 人 , , , , 57575757人人人人八千代市177,414人 , 59人 富士市　216,707人 , 59人帯広市　166,716人 , 99人鳥取市　164,947人 , 100人 宝塚宝塚宝塚宝塚　　　　220220220220,,,,702702702702人 人 人 人 , , , , 117117117117人人人人
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出典：平成 18 年度水道統計 
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3) 3) 3) 3)     民民民民    間間間間    業業業業    務務務務    委委委委    託託託託        本市では、経営の効率的・効果的な水道事業を推進し、専門性を要する技術者の確保やコスト縮減を図るため、表 4-5 に示すとおり、計量業務、水道施設の維持管理等の業務について民間企業に委託し、経営効率の向上に努めています。  委託の実施状況 業務の種類 全部委託 一部委託 委託なし 1．水処理業務      浄水施設の運転管理業務  ○  水質試験・検査業務  ○    汚泥・排水処理業務 ○   2．浄水・導水施設の保守点検      機械、電気、計装設備及び水質計器の点検・保守  ○    その他（場内施設）の点検・保守   ○   浄水・排水施設の警備、清掃（水槽内・除草等） ○   3．送水・配水施設（配水池・加圧所）の保守点検      機械、電気、計装設備及び水質計器の点検・保守 ○     その他施設の点検・保守（減圧装置・緊急弁等）  ○    配水・加圧所施設の清掃（水槽内・除草等）  ○  4．管路施設に関する業務      管路保守、管路事故等の修繕業務 ○   漏水調査の業務 ○     水圧等の調整業務   ○ マッピングシステムの点検・保守業務 ○   5．給水装置に関する業務      給水装置の設計審査   ○   給水装置工事の受付業務、竣工検査    ○   給水装置の修繕、応急処置業務 ○     メーターの取替 ○   6．顧客サービスに関する業務      水道料金の計算業務 ○     計量業務 ○     窓口･受付（使用開始･中止等）業務   ○   開閉栓･料金精算業務   ○   未納料金徴収業務   ○ 7．一般管理業務      給与計算業務 ○     庁舎管理 ○     庁内電子情報機器等点検・保守業務 ○   8．建設改良に係る業務      水道施設（管路以外）の設計業務 ○   水道施設（管路）の設計業務  ○  水道施設の布設工事の監督   ○  

表 4-5 水道業務の委託状況 （平成 18 年 4月 1日現在） 
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4444----4444        経経経経    営営営営    状状状状    況況況況        1) 1) 1) 1)     収収収収    益益益益    的的的的    収収収収    支支支支        表 4-6及び図 4-14 は、過去 5箇年の収益的収支の推移を表しています。収益的収支は、昭和 54 年度に現行の水道料金に改定以降、28 年間にわたり料金の改定を行っていないものの、毎年度純利益を計上しており、比較的安定した経営状況にあります。 しかし、給水収益である水道料金の収入は横ばい状況にあることと、料金以外の大きな収入源となっている新規の需要者からの分担金収入は、新規開発の動向により増減し、収益性に影響を及ぼしている状況にあります。   

 

   

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度給水収益 3,789,997 3,738,350 3,758,348 3,766,281 3,729,633分担金 430,237 391,225 501,660 399,170 288,880その他収益 205,063 206,469 192,804 197,679 212,731収益的収入計 4,425,297 4,336,044 4,452,812 4,363,130 4,231,244人件費 1,027,118 985,160 1,023,726 1,042,683 1,001,743受水費 527,437 506,096 511,127 724,391 591,973動力費 271,966 254,228 258,657 254,570 256,974薬品費 30,909 31,238 34,566 36,631 49,062修繕費 328,151 278,525 308,447 325,457 337,094材料費 17,101 11,258 13,103 10,359 6,005路面復旧費 20,030 19,060 16,258 17,115 17,652減価償却費 1,174,147 1,193,940 1,196,517 1,206,683 1,253,602受託工事費 27,794 22,059 23,604 26,118 25,413支払利息 454,890 398,207 342,068 294,085 268,966その他費用 447,122 417,907 404,009 383,729 421,329収益的支出計 4,326,665 4,117,678 4,132,082 4,321,821 4,229,81398,632 218,366 320,730 41,309 1,431

収益
費用

収支差引

3,7903,7903,7903,7903,7383,7383,7383,7383,7583,7583,7583,7583,7663,7663,7663,7663,7303,7303,7303,730
430430430430391391391391502502502502399399399399289289289289

205205205205206206206206193193193193198198198198213213213213
9859859859851,0271,0271,0271,027

1,0241,0241,0241,0241,0431,0431,0431,0431,0021,0021,0021,002
696696696696616616616616655655655655670670670670692692692692

527527527527506506506506511511511511 724 724 724 7245925925925921,2541,2541,2541,2541,2071,2071,2071,2071,1971,1971,1971,1971,1941,1941,1941,1941,1741,1741,1741,174455455455455398398398398342342342342294294294294269269269269421421421421384384384384404404404404418418418418447447447447給水収益 分担金 その他収益 人件費 物件費 受水費 減価償却費 支払利息 その他費用平成平成平成平成14141414年度年度年度年度平成平成平成平成15151515年度年度年度年度平成平成平成平成16161616年度年度年度年度平成平成平成平成17171717年度年度年度年度平成平成平成平成18181818年度年度年度年度そのそのそのその他費用他費用他費用他費用支払利息支払利息支払利息支払利息減価償却費減価償却費減価償却費減価償却費 受水費受水費受水費受水費 物件費物件費物件費物件費 人件費人件費人件費人件費 給水収益給水収益給水収益給水収益 分担金分担金分担金分担金そのそのそのその他収益他収益他収益他収益
収益的支出収益的支出収益的支出収益的支出 収益的収入収益的収入収益的収入収益的収入

（単位：表中 千円・グラフ 百万円） 表 4-6 収益的収支の推移  

図 4-14 収益的収支の推移  
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2) 2) 2) 2)     資資資資    本本本本    的的的的    収収収収    支支支支        表 4-7及び図 4-15 は、過去 5箇年の資本的収支の推移を表しています。資本的収支は、安定的な供給を図るために不可欠な施設の更新等に要する費用と財源の借入・償還に関する収支が主です。 しかし、水道施設の多くは設置後約 40 年を経過しているため、施設の老朽化が進む中、起債償還金は減少傾向にありますが、更新・改良等による支出費用は増加傾向となっています。   

 

    
368368368368336336336336447447447447665665665665822822822822 204204204204828282824343434312212212212243434343

103103103103
60606060797979798686868691919191

1,4761,4761,4761,4769889889889889269269269267137137137131,1891,1891,1891,189843843843843 878878878878921921921921660660660660498498498498

企業債 工事負担金 その他収入 建設改良費 企業債償還金 投資平成平成平成平成14141414年度年度年度年度平成平成平成平成15151515年度年度年度年度平成平成平成平成16161616年度年度年度年度平成平成平成平成17171717年度年度年度年度平成平成平成平成18181818年度年度年度年度 建設改良費建設改良費建設改良費建設改良費 工事負担金工事負担金工事負担金工事負担金そのそのそのその他収入他収入他収入他収入企業債償還金企業債償還金企業債償還金企業債償還金投資投資投資投資500500500500 500500500500
企業債企業債企業債企業債

資本的支出資本的支出資本的支出資本的支出 資本的収入資本的収入資本的収入資本的収入

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度企業債 368,300 336,200 447,400 665,200 821,700工事負担金 103,139 42,874 121,995 43,269 81,762その他収入 91,320 86,230 78,852 60,344 204,428資本的収入計 562,759 465,304 648,247 768,813 1,107,890建設改良費 1,188,536 713,281 925,956 988,289 1,475,707企業債償還金 842,831 878,406 921,350 695,923 497,885投資 0 0 0 500,000 499,660資本的支出計 2,031,366 1,591,687 1,847,307 2,184,213 2,473,252収支差引 -1,468,607 -1,126,383 -1,199,060 -1,415,400 -1,365,362消費税資本的収支調整額 48,579 27,121 36,479 39,906 62,936損益勘定留保資金 1,413,769 1,094,328 1,151,663 1,359,458 1,300,361減債積立金取崩額 6,260 4,932 10,918 16,036 2,065資本的支出計 1,468,608 1,126,381 1,199,060 1,415,400 1,365,362
収入支出補填財源

表 4-7 資本的収支の推移     （単位：表中 千円・グラフ 百万円）  

図 4-15 資本的収支の推移  
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3) 3) 3) 3)     水水水水    道道道道    料料料料    金金金金        水道料金は、２カ月ごとに行うメーター検針に基づき、使用した水量に応じて計算しています。 現在の水道料金体系は、メーターの口径別・使用目的別（一般用・浴場用・臨時用)に分かれており、多く使用するほど１立法メートル当たりの単価が高くなる逓増型料金体系になっています。なお、現在給水している給水量の約 90％は一般家庭の生活用水量です。また、メーターの口径が 13mm 及び 20mm を使用されているお客さまの水道料金は、1箇月の使用水量が 10ｍ3までを基本水量とし、使用水量にかかわらず基本料金に含まれています。これは、一般家庭における公衆衛生の向上を目的に、料金を低価格にすることで、日常生活に必要な水を使用していただくためです。         （1 ヶ月あたり、消費税抜） 従量料金 区分 基本料金 第１段  第 2 段 第 3 段 第 4 段 第 5 段 第 6 段 13 ㎜ 10m3以下 1,000 円 20 ㎜ 10m3以下 1,200 円 ※11～20ｍ3  120 円/m3 25 ㎜ 1,300 円 30 ㎜ 4,000 円 40 ㎜ 8,000 円 50 ㎜ 16,000 円 75 ㎜ 20,000 円 100 ㎜ 40,000 円 150 ㎜ 60,000 円 
一般用（口径別） 200 ㎜～ 別途 

1～20ｍ3      120 円/m3 21～30ｍ3  150 円/m3 31～40ｍ3  200 円/m3 41～50ｍ3  220 円/m3 51～300ｍ3  240 円/m3 301ｍ3以上  260 円/m3 
公衆浴場用 2,000 円 1m3につき 50 円 臨時用 4,000 円 1m3につき 400 円   （※印：１～10ｍ3は、基本料金に含まれています）       表 4-9 は、一般用を口径別に、小口径（13～20mm）、中口径（25～40mm）、大口径（50～150mm）に区分し、区分毎の年間の給水件数・使用水量・収入料金を示しています。   口 径（mm） 件 数（件） 使用水量（万ｍ3） 収入料金（千円） 13～20 92,992 2,018 2,847,120 25～40 3,013 176 431,130 50～150 180 207 588,480 その他 492 10 49,380 計 96,677 2,411 3,916,110 

表 4-8 水道料金表 

表 4-9 口径別水道料金表（平成 18 年度） （消費税込） 
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1111ヶヶヶヶ月月月月20202020mmmm3333あたりあたりあたりあたり水道料金比較水道料金比較水道料金比較水道料金比較
1,9701,9701,9701,970 2,7512,7512,7512,751 1,7221,7221,7221,722 1,0501,0501,0501,050 1,8601,8601,8601,860 1,2101,2101,2101,210 1,2601,2601,2601,260 2,4252,4252,4252,425 2,3732,3732,3732,373 1,8481,8481,8481,848 2,9002,9002,9002,9002,4152,4152,4152,4153,9373,9373,9373,937 3,0563,0563,0563,0562,8002,8002,8002,8002,4672,4672,4672,467 2,3102,3102,3102,3102,8982,8982,8982,8982,2152,2152,2152,2152,4362,4362,4362,4362,2572,2572,2572,257

05001,0001,5002,0002,5003,0003,5004,0004,500

帯広市 足利市 伊勢崎市 佐倉市 八千代市 秦野市 大垣市 沼津市 富士市 明石市 加古川市 鳥取市 尼崎市 西宮市 芦屋市 伊丹市 川西市 三田市 宝塚市 県平均 全国平均

（円）
 図 4-16は、平成 18 年度総務省編「団体別類型一覧表」より、宝塚市と給水人口や水源種別などが類似する事業体を抽出し、各都市の 1ヶ月 20m3あたりの水道料金を水道料金表（平成 18 年 4月 1日 日本水道協会）から調査したものに、阪神間各市の状況を追加し、 本市の料金と比較したものです。  

 図 4-16 1ヶ月（口径 13mm）20m3あたり水道料金比較） 
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4444----5555        水道事業水道事業水道事業水道事業のののの現況評価現況評価現況評価現況評価        1) 1) 1) 1)     水道事業全体水道事業全体水道事業全体水道事業全体のののの評価評価評価評価        (1) (1) (1) (1) 評価評価評価評価のののの方法方法方法方法     水道事業全体の現状評価は、「水道事業ガイドライン」（平成 17年 1月 （社）日本水道協会）を活用して行います。  水道ビジョンでは、現状分析について『安心』『安定』『持続』『環境』『国際』の視点から行うこととなっていますが、水道事業ガイドラインにはこの 5 つに『管理』を加えた 6分野14分類 137の業務指標(PI)が示されています。この業務指標(PI)について、平成 18 年度の算出結果を基に評価します。  なお、水道事業ガイドラインでは、目標値が設定されていないため、年度の業務指標値を基に、過年度の評価値に対して評価判断基準により評価することとしています。 本市では、平成 18 年度末の統計資料により、平成 19 年度から作成しており、今後は、評価判断基準による評価により、現状評価が劣っている項目についてはフォローアップを行い、適正な評価となるよう施策の推進を図ります。 また、業務指標結果につきましては、平成 20 年度から公表する予定にしています。   

      

１．安心（２２項目） すべての国民が安心しておいしく飲める水道水の供給  ２．安定（３３項目） いつでもどこでも安定的に生活用水を確保  ３．持続（４９項目） いつまでも安心できる水を安定して供給 ４．環境（ ７項目） 環境保全への貢献 ５．管理（２４項目） 水道システムの適正な実行・業務運営及び維持管理  ６．国際（ ２項目） わが国の経験の海外移転による国際貢献  

表 4-10 業務指標の目標別分類道料金比） 
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(2) (2) (2) (2) 評価結果評価結果評価結果評価結果のまとめのまとめのまとめのまとめ    ① 『安心』 『安心』については、表 4-11 に示すとおり、主に水資源の状況、水質の状況に関して主たる項目を挙げています。 本市は、地下水を主水源としていますが、「水源利用率」「水源余裕率」を確保している水源水量（計画認可水量）から判断すると、概ね良好であると言えますが、地下水賦存量の減少や頻発する渇水に伴い大きく変化する要因となる可能性があります。そのようななかで取水した原水については無駄が少なく有効に利用出来ていることから、「原水有効利用率」は高い数値となっています。 一方、水道水質については、「カビ臭から見たおいしい水達成率」「総トリハロメタン濃度水質基準比」から判断すると、川下川ダムの富栄養化の進行に伴い、異臭味原因物質が多くなっていると言えます。そのため、活性炭を投入する日数が多くなることから「活性炭投入率」が高くなっています。 そのようななかでも、水道管から直接、新鮮で安全なおいしい水をお客さまに飲んで頂けるように直結給水の拡大に努めてきており、「直結給水率」は非常に高い数値となっています。   分野 分類 番号 PI名 数値 1.安心 1001 水源利用率 57.7％ 1002 水源余裕率 51.9％ 1003 原水有効利用率 94.8％ ①水資源の保全 1004 自己保有水源率 86.5％ 1105 カビ臭から見たおいしい水達成率 48.0％ 1107 総トリハロメタン濃度水質基準比 62.0％ 1115 直結給水率 98.0％ 
 

②水源から給水栓までの水質管理 1116 活性炭投入率 35.6％   

表 4-11 『安心』の主たる項目の評価結果 
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② 『安定』 『安定』については、表 4-12 に示すとおり、主に水道水の供給状況、施設の整備状況、地震への備えについて主たる項目を挙げています。 「給水人口一人あたり貯留飲料水量」「配水池能力」から判断すると、災害時に必要とされる 1人 1日 3lは、十分に確保されており、また配水池の貯留能力も標準とされる 0.5日を上回っていることから、貯留量は十分に確保できています。 一方、「経年化設備率」「経年化管路率」から判断すると、水道施設全体において、経年化が進行していると言えます。また、管路については、「管路の更新率」が 2 割弱となっていることから、経年化の進行を止める結果とはなっていない状況です。 さらに、「配水池の耐震化率」「管路の耐震化率」から判断すると、やや耐震化に対する備えが遅れている状況にあるため、経年化施設の更新あるいは経年管路の更新に合わせて、耐震化を図っていく必要があります。 なお、「給水拠点密度」から判断すると、災害時にお客さまへ水道水を供給するための給水拠点は、適切な配置となっています。   分野 分類 番号 PI名 数値 2001 給水人口一人あたり貯留飲料水量 145L/人 2004 配水池貯留能力 0.91日 ①連続した 水道 水の供給 2008 水道メーター密度 47個/km 2102 経年化設備率 61.8％ 2103 経年化管路率 33.9％ 2104 管路の更新率 0.19％ ②将来への備え 2107 管路の新設率 0.52％ 2205 給水拠点密度 49.1箇所/100km2 2209 配水池耐震施設率 11.3％ 2210 管路の耐震化率 2.5％ 2214 可搬ポリタンク・ポリパック保有度 5.9個/1,000人 

2.安定 

③リスク管理 
2217 警報付施設率 5.0％ 

表 4-12 『安定』の主たる項目の評価結果 
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③ 『持続』 『持続』については、表 4-13 に示すとおり、主に経営状況、水道技術の継承状況、消費者ニーズの把握について主たる項目を挙げています。 「総収支比率」は、100％以上となっており、黒字計上となっています。 しかし、「営業収支比率」は、99.0％となっており、全体収益のうち、受託工事収益が多くなっています。 また、「自己資本構成比率」「企業債償還元金対減価償却費比率」から判断すると、これまでの建設改良は自己財源で事業をおこなってきたため、企業債への依存度は低くなっています。 本市は、浄水場を始めとして、水道施設を多く抱えているため、「技術職員率」は高くなる傾向にあります。なお今後、団塊の世代の大量退職を控え、水道技術の継承が課題となっています。 「アンケート情報収集割合」「水道施設見学者割合」がやや低くなっており、水道週間等を利用して、積極的に水道に対するお客さまのニーズを把握していく必要があります。  分野 分類 番号 PI名 数値 3001 営業収支比率 99.0％ 3003 総収支比率 100.0％ 3018 有収率 95.0％ 3023 自己資本構成比率 75.2％ 
①いつまでも安心できる水を安定して供給 

3025 企業債償還元金 対減価償却費比率 39.7％ 3105 技術職員率 32.5％ ②水道文化・技術の継承と発展 3109 職員一人当たり配水量 222,602m3/人 3203 アンケート情報収集割合 0.08人/1,000人 

3.持続 

③消費者ニーズを踏まえた給水サービスの充実 3204 水道施設見学者割合 11.08人/1,000人 

表 4-13 『持続』の主たる項目の評価結果 
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④ 『環境』 『環境』については、表 4-14 に示すとおり、地球温暖化防止、健全な水循環の取り組みについて主たる項目を挙げています。 「再生可能エネルギー利用率」「建設副産物のリサイクル率」から判断すると、小浜浄水場において太陽光発電設備の導入は予定しているものの、その他の施設において再生可能なエネルギーの利用が少ない状況となっています。   分野 分類 番号 PI名 数値 4003 再生可能 エネルギー利用率 0.00％ ①地球温暖化防止 ・環境保全などの推進 4005 建設副産物の リサイクル率 73.7％ 4.環境 ②健全な水循環 4101 地下水率 44.4％   ⑤ 『管理』について 『管理』については、表 4-15 に示すとおり、業務の運営状況、維持管理状況について主たる項目を挙げています。 「ダクタイル鋳鉄管・鋼管率」「給水件数当たり漏水量」から判断すると、漏水量も少ないことから、管路全体における質の向上は図られていると考えられます。   分野 分類 番号 PI名 数値 5001 給水圧不適正率 ０.461％ ①適正な実行・業務運営 5008 検針委託率 100.0％ 5102 ダクタイル鋳鉄管・鋼管率 95.7％ 
5.管理 ②適正な維持管理 5107 漏水率 3.6％   

表 4-14 『環境』の主たる項目の評価結果 

表 4-15 『管理』の主たる項目の評価結果 
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2) 2) 2) 2)     経営状況経営状況経営状況経営状況のののの評価評価評価評価        (1) (1) (1) (1) 評価評価評価評価のののの方法方法方法方法    ここでは、経営状況分析の主な項目について、平成１8 年度地方公営企業年鑑を用い、全国平均・兵庫県平均の経営指標を算出し、平成 18 年度の宝塚市の経営指標と比較して評価します。 指標は表 4-16に示すとおりです。   評 価 区 分 指     標 Ⅰ.収益性 (1).給水原価、 (2).供給単価、(3).回収率、 (4).営業収支比率、(5).経常収支比率、(6).総収支比率 Ⅱ.資産状況 (1). 自己資本構成比率、(2).減価償却率、(3).企業債償還元金対減価償却費比率、(4).有形固定資産減価償却率 Ⅲ.施設効率 (1).施設利用率、(2).最大稼働率、(3).有収率、 (4).一人一日あたり平均使用水量                  

表 4-16 経営状況の評価区分と指標 
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（（（（２２２２））））評価結果評価結果評価結果評価結果のまとめのまとめのまとめのまとめ    ①収益性 収益性については、表 4-17 に示すとおり、有収水量１m3 あたりの製造原価を表す給水原価は、県平均・全国平均と概ね同程度となっています。一方、有収水量１㎥あたりの販売単価を表す供給単価は、約 10～20円/m3程度安くなっています。このため、供給単価を給水原価で除した回収率は、全国平均と比較して低く、給水に要する費用の一部が水道料金以外の収入でまかなわれている現状を示しています。分担金は新規の受益者から一定の負担を求め、現在のお客さまとの負担の公平化を図る見地から徴収しており、現状では分担金収入により黒字経営を維持している状態が続いています。  
 【算式】 経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費） 給水原価（円／m3） ＝ 年間有収水量  給水収益 供給単価（円／m3） ＝ 年間有収水量  供給単価 回収率（％） ＝ 給水原価 営業収益－受託工事収益 営業収支比率（％） ＝ 営業費用－受託工事費用 ×100  営業収益＋営業外収益 経常収支比率（％） ＝ 営業費用＋営業外費用 ×100  総収益 総収支比率（％） ＝ 総費用 ×100 

 給水原価 （円／m3） 供給単価 （円／m3） 回収率 （％） 営業収支 比率（％） 経常収支 比率（％） 総収支 比率（％） 宝塚市（H18） 173.9 154.7 88.9 99.0 100.2 100.0 県平均（H18） 179.0 165.5 92.5 110.1 105.3 104.9 全国平均（H18） 175.7 173.4 98.7 118.2 108.4 108.4 
表 4-17 収益性の評価結果 
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②資産状況 資産状況については、表 4-18 に示すとおり、自己資本構成比率は県平均・全国平均と比べて高く、企業債の借入を抑制し、自己資金により施設整備を行ってきたことがわかります。また、減価償却率は県平均・全国平均と比べて１％程度高く、投下資本を早期に回収できる状況にあります。これにより、企業債償還元金対減価償却比率も低く抑えられ、余裕を持って企業債を償還していると判断できます。 しかし、有形固定資産減価償却比率は県平均・全国平均と比べて 10％程度高く、他市に比べて施設の老朽化が進んでいる現状を示しています。   
 【算式】  自己資本金＋剰余金 自己資本構成比率（％） ＝ 負債・資本合計 ×100  当年度減価償却費 減価償却率（％） ＝ 有形固定資産＋無形固定資産－土地－建設仮勘定＋減価償却費 ×100  建設改良のための企業債償還元金 企業債償還元金対減価償却比率（％） ＝ 当年度減価償却費 ×100  有形固定資産減価償却累計額 有形固定資産対減価償却比率（％） ＝ 有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿価額 ×100 

 自己資本 構成比率（％） 減価償却率 （％） 企業債償還元金対減価償却比率（％） 有形固定資産対減価償却比率（％） 宝塚市（H18） 75.2 4.32 39.7 45.3 県平均（H18） 64.6 3.36 61.4 35.5 全国平均（H18） 60.6 3.38 77.6 36.4 
表 4-18 資産状況の評価結果 
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③施設効率 施設効率については、表 4-19 に示すとおり、施設利用率及び最大稼働率は、県平均・全国平均と概ね同程度であり、夏場や大晦日等の水需要が増加する日にも対応できる十分な施設能力を維持しています。また、配水量のうち料金収入となった水量の割合を表す有収率は、県平均・全国平均と比べて５％程度高く、効率よく配水されている現状を示しています。 しかし、一人一日当たりの平均使用水量は、県平均・全国平均と比べ 10～40l程度少なくなっています。   
 【算式】 一日平均配水量 施設利用率（％） ＝ 一日配水能力 ×100  一日最大配水量 最大稼働率（％） ＝ 一日配水能力 ×100  年間総有収水量 有収率（％） ＝ 年間総配水量 ×100  一日平均使用水量 一人一日当たりの平均使用水量（ℓ） ＝ 給水人口 ×1000 

 施設利用率 （％） 最大稼働率 （％） 有収率 （％） 一人一日当たりの 平均使用水量（ℓ） 宝塚市（H18） 63.4 72.4 95.0 314.7 県平均（H18） 59.8 68.7 90.9 352.9 全国平均（H18） 61.7 72.0 89.7 324.0 
表 4-19 設効率の評価結果 
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3) 3) 3) 3)     水道水道水道水道モニターモニターモニターモニターからのからのからのからの評価評価評価評価        本市では、水道事業をお客さまに知ってもらい、事業に対するご意見や考えをお聞きし、事業の運営に役立てるため、平成 10 年度に水道モニター制度を設けました。水道モニターは、公募 15 名、自治会推薦 15 名の計 30 名で構成されています。 下表は、平成 11 年度から平成 19 年度に実施した「水道に関するアンケート調査」をもとに、水道モニターからのアンケートの回答とコメントについてまとめたものです。  項目 集計結果 ①料金について 水道料金について、平成 18 年度の調査結果によると、高いと感じる人と適当と感じる人の割合は、適当と感じる人の割合が 52％となっており、適当と感じる人の割合は、近年、増加傾向にあります。 水道料金を高いと感じる人の意見としては、前住地あるいは阪神間の他都市と比べて高いと感じている人や下水道料金と合算するから高いと感じる人の意見がありました。 また適当と感じる人の意見としては、地形上、多くの設備を必要とするからやむを得ないという人やモニターになって高い理由がわかったからという意見がありました。 ②水道水の「味」や「臭い」など水質について これまでは「安全性に対する不安」の割合が多かったが、平成 18年度には「おいしいと思う」という割合が「安全性に対する不安」を上回ったものの、全体としては、まだ安全性に対する不安を感じる人が多くなっています。 味については、前住地・阪神間の他都市と比較しておいしいと感じる人の意見がある一方で、夏場のカビ臭やカルキ臭、雨上がり後の泥臭い臭いが気になるという意見がありました。 また水道水が白濁するという意見もありました。 ③水道週間について 過去の傾向では、「水道週間は知っていたが、いつあるか知らなかった」や「知らなかった」という意見が多く、全体の 80％近くが存在を知らない状況でした。 しかし、平成 18 年度においては、「知っている」の割合が、「知らなかった」等の意見を上回っています。 水道週間で行って欲しい行事としては、「水道施設の見学会（ウォーキング大会等）」や「簡単なメンテナンス講習会」「水源地から家庭に届くまでの水の流れの模型の展示」等の意見がありました。 ④水道事業内容の説明について 上下水道局が説明した水道事業の内容についての理解度としては、80％以上の人が「よく理解できた」あるいは「だいたい理解できた」と回答していました。 水道モニター会議で取り組んだら良いと思う事項については、「他市の水道施設見学会」や「水源の現状及び汚濁状況について」という意見がありました。 

表 4-20 水道モニターアンケートのまとめ 
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4) 4) 4) 4)     策定委員会検討策定委員会検討策定委員会検討策定委員会検討部会部会部会部会をををを通通通通じたじたじたじた現状現状現状現状のののの課題抽出課題抽出課題抽出課題抽出        これまでに行われてきた宝塚市水道マスタープラン策定委員会での検討部会において、上下水道局職員として各課の職務を通じて現状における課題を抽出し、まとめると以下のとおりです。  

   

項目 現状と課題 ①安全で安心できる水道 � クリプトスポリジウム問題 
� 直結給水方式への対応（小口径配水管の増径、低水圧地区の解消等） 
� 小規模貯水槽の設置の届出や維持管理の徹底 ②お客さまに信頼される水道 � 鉛給水管対策 
� 出水不良、漏水の改善にむけた計画的な管路更新 
� 近年頻発する渇水対策 
� 深井戸・浅井戸の揚水量減少 
� 雲雀丘下配水区の施設改良 
� 未普及地域の解消 
� 渓流取水施設の調査 
� 小規模水道施設の統廃合 
� 浄水場の統廃合及び耐震化 
� 相互融通管等安定給水に向けた管路更新計画の推進  ③将来も安定が保てる水道 � 非効率的な事務事業の見直し 
� 浄水場職員の技術継承 
� 水道料金体系の見直し 
� 料金収納率の停滞 
� 広報広聴活動の積極的な活用 
� 入札制度の見直し ④環境に配慮する水道 � 環境に配慮したクリーンエネルギーの採用の検討 

表 4-21 現状における課題 
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4444----6666        水道事業水道事業水道事業水道事業におけるにおけるにおけるにおける現状現状現状現状のののの課題課題課題課題のまとめのまとめのまとめのまとめ        水道事業における現状を分析し、業務指標（PI）を用いた現状評価、経営状況評価、水道モニターからの評価、策定委員会検討部会を通じた現状の課題抽出を踏まえ、本市の現状の課題を整理すると以下のとおりです。  (1) (1) (1) (1) 安心安心安心安心：『：『：『：『安全安全安全安全でででで安心安心安心安心できるできるできるできる水道水道水道水道』』』』    ● 川下川ダムについては、渇水時における流入水量の低下時や、夏場の水温上昇時に、有機物の増加や異臭味原因物質の発生による、カビ臭やトリハロメタン対策として活性炭注入処理回数も多くなっているため、定期的な水質の監視を継続する。 ● 浅井戸及び深井戸等地下水の水質については、ほぼ良好で安定しているが、武庫川表流水については、特に少降雨による河川流量の低下時や洪水時には、原水水質に見合う適切な浄水処理を始めとして、有機物やクリプトスポリジウム等の耐塩素性病原生物を含む水質の監視を継続する。 ● 安全で新鮮なおいしい水をお客さまに提供するために、配水管から直接配水する直結給水の拡大を促進し、管路整備に努める。 ● 水質の変化に即応した水質検査体制の充実を図る。 ● 水道水に含まれる消毒副生成物（トリハロメタン）を考慮した、残留塩素低減対策としての配水施設整備を図る。  (2) (2) (2) (2) 安定安定安定安定：『：『：『：『おおおお客客客客さまさまさまさまにににに信頼信頼信頼信頼されるされるされるされる水道水道水道水道』』』』    ● 地球温暖化の影響による地下水賦存量の減少、ダム水（川下川ダム）の頻発する渇水に伴い、利水安全度は低下傾向であり、安定・適正な取水量の見直しを行う。 ● 水源水域の環境保全を図るため、水質監視体制の強化、水源流域の関係団体との連携を行う。 ● 経年劣化した施設や管路が多くなっているため、今後は、将来の水需要量を考慮しながら、鉛給水管の解消と漏水対策を考慮した、計画的な施設更新・管路更新を行う。 ● 管路施設を始めとして、水道施設の耐震化がやや遅れているため、拠点施設を中心に緊急的に耐震化を積極的に進める。 ● 浄水場を始めとして、多くの水道施設を抱える本市においては、水道施設の再配置を検討し、小規模水道施設の統廃合を含めた検討する。 ● 渇水・地震災害・水質事故等の災害時における供給水の確保を図るため、近隣自治体と県営水道との相互連絡管の整備を進める。   
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(3)(3)(3)(3)    持続持続持続持続：『：『：『：『将来将来将来将来もももも安定安定安定安定がががが保保保保てるてるてるてる水道水道水道水道』』』』    ● 現状の経営状況は、黒字基調で推移していますが、今後、人口の減少等により水需要量のさらなる減少が予測されます。そのため、経営の安定化を図るため、より一層の経営努力が求められています。 ● 料金収入以外の収入財源である分担金は、新規開発が減少することから、分担金収入が減少することが予測され、経営への影響が避けられない状況となっており、安定した経営を行うには、事務効率の改善を図り、効率的な運営を行う。 ● 上・下水道事業の統合による効果を検証し、更に行政サービスの向上と経営効率化に向けた見直しを行う。 ● 水道施設を多く抱える本市においては、業務の民間委託などを活用し、また、技術職員の退職に伴う水道技術の継承と充実を図る。 ● 節水機器の普及や少子高齢化による世帯構成の変化により、世帯当たりの使用水量が減少していることから、基本水量以下の世帯の増加に対応した料金体系のあり方を検討する。 ● 水道週間等を通じて、お客さまのニーズを把握するとともに、本市の水道の現状を広く理解して頂くため、広報広聴活動を積極的に進める。  (4) (4) (4) (4) 環境環境環境環境：『：『：『：『環境環境環境環境にににに配慮配慮配慮配慮するするするする水道水道水道水道』』』』    ● 本市では、小浜浄水場への太陽光発電設備の設置を行うこととしており、今後は他の水道施設についても、可能な限りクリーンエネルギーの利用を図る。  




